
☆２０１７年６月２０日、「オール連帯」の学習会レジュメ（今田真人） 

 

① 安倍首相発言「さきの第一次安倍内閣のときにおいて、質問主意書に対して答弁書を出してい

ます。これは安倍内閣として閣議決定したものですね。つまり、それは、強制連行を示す証拠

はなかったということです。つまり、人さらいのように人の家に入っていってさらってきて、

いわば慰安婦にしてしまったということは、それを示すものはなかったということを明らかに

したわけであります」（２０１３年２月７日、衆院予算委員会） 

② この安倍発言が虚偽であることを示す公文書、厚生省の「労務調整令施行ニ関スル件依命通牒」

が見つかったということ。「あったことをなかったことにすることはできない」（前川氏） 

《関連公文書の年表》 

★１９３１年９月１８日、満州事変 

★１９３６年末現在の「全満藝妓酌婦其他特殊接客婦女表」（在満日本大使館警務部）によると

在満２９公館の総計で、１万１４０７人の「特殊接客婦女」が満州に存在した。 

★１９３７年７月７日、日中戦争（支那事変）が起こる 

 ★１９３８年３月４日、陸軍省副官の文書「軍慰安所従業婦等募集ニ関スル件」。「副官ヨリ北支

方面軍及中支派遣軍参謀長宛通牒案」の中に「将来是（従業婦）等ノ募集等ニ當リテハ派遣軍ニ於

テ統制シ之ニ任スル人物ノ選定ヲ周到適切ニシ其実施ニ當リテハ関係地方ノ憲兵及警察当局ト連

繋ヲ密ニシ以テ軍ノ威信保持上竝ニ社会問題上遺漏ナキ様配慮相成度依命通牒ス」 

 ★１９３８年３月３１日、国家総動員法公布 

★１９３９年末頃の『昭和１５年・海外在留本邦人調査結果表（外務省調査部）』の職業別人口

によると、中国在留の邦人の「慰安婦」は、内地人女性が１万４５５４人、朝鮮人女性が６４３０

人、台湾人女性が２５１人。 

★１９４０年１月２０日、朝鮮職業紹介令施行（通牒で官庁許可あれば酌婦等の周旋を認める） 

★１９４０年１月３１日、青少年雇入制限令公布（１２歳以上２０歳未満の女子などが対象） 

★１９４０年３月～５月、朝鮮総督府が「労務資源調査」を実施。男子だけでなく１２歳～１９

歳の女性も動員対象として調査。（樋口雄一編『戦時下朝鮮人労務動員基礎資料集Ⅰ』） 

★１９４１年１１月２０日、朝鮮総督府「昭和１６年度労務動員実施計画ニ依ル朝鮮人労務者ノ

内地移入要領」。「本要領ニ依リ内地ニ移入セシムルベキ朝鮮人労務者ノ供出ハ従来ノ朝鮮職業紹介

令ニ依ル労務者募集ノ方法ヲ廃止シ爾今朝鮮総督府及ビ地方庁ノ斡旋ニ依ルコトトスルコト」。 

★１９４１年１２月８日、米英両国に宣戦布告、マレー作戦開始、ハワイ真珠湾を空襲 

★１９４１年１２月８日、労務調整令公布 

★１９４１年１２月１６日、厚生省が極秘の「労務調整令施行ニ関スル件依命通牒」（１８６号

通牒）を出す。同令７条第３号の認可業態に軍慰安所の「酌婦、女給」を指定 

◎労務調整令（勅令） 

第１条 国家ニ緊要ナル事業ニ必要ナル労務ヲ確保スル為ニスル国家総動員法…第６条ノ規定

ニ基ク従業者ノ雇入、使用、解雇、就職及退職ノ制限ハ別ニ定ムルモノヲ除クノ外本令ノ定ムル

所ニ依ル 

第４条 技術、技能又ハ学識経験ヲ有スル者ニシテ厚生大臣ノ指定スルモノ（以下技能者ト称

ス）ノ雇入及就職ニ付テハ命令ノ定ムル所ニ依リ国民職業指導所ノ認可ヲ受ケタル場合又ハ国民

職業指導所ノ紹介アル場合ヲ除クノ外之ヲ為スコトヲ得ズ 

第７条 年齢１４年以上４０年未満ノ男子又ハ年齢１４年以上２５年未満ノ女子ニシテ技能者



及国民学校修了者タラザルモノ（以下一般青壮年ト称ス）ノ雇入及就職ハ左ノ各号ノ１ニ該当ス

ル場合ヲ除クノ外之ヲ為スコトヲ得ズ 

……（１と２は略）…… 

３、 命令ノ定ムル所ニ依リ特定ノ一般青壮年ノ雇入及就職ニ付国民職業指導所長ノ認可ヲ受

タル場合 

第１９条 朝鮮及台湾ニ在リテハ第６条、第７条、第８条及第１１条ノ規定ハ之ヲ適用セズ 

朝鮮及台湾ニ在リテハ年齢１２年以上４０年未満ノ男子ニシテ技能者タラザルモノ （以下男子 

青壮年ト称ス）ノ雇入及就職ハ左ノ各号ノ１ニ該当スル場合ヲ除クノ外之ヲ為スコトヲ得ズ  

（以下、１～６号あり、内容省略） 

 

★１９４２年１月１０日、台湾総督府外事部長→外務大臣「（電報）南洋方面占領地ニ於ケル慰

安所開設ニ関スル件」。「南洋方面占領地ニ於テ軍側ノ要求ニ依リ慰安所開設ノ為渡航セントスル者

（従業者ヲ含ム）ノ取扱振リニ関シ何分ノ御指示相煩度シ」 

★１９４２年１月１４日、外務大臣→台湾総督府外事部長「（電報）南方方面占領地ニ対シ慰安

婦渡航ノ件」。「此ノ種渡航者ニ対シテハ軍ノ証明書ニ依リ渡航セシメラレ度シ」 

★１９４２年２月１３日、「朝鮮人労務者活用ニ関スル方策中要領七ノ運用ニ関スル関係省間ノ

覚書」。「新ニ内地ニ就労スル朝鮮人労務者ハ総ベテ労務調整令其ノ他労務ニ関スル統制法令ノ運用

ニ依ル認可ヲ要件トシ統制ノ完璧ヲ期スルモノトス」 

★１９４２年２月２８日、朝鮮総督府「昭和１６年度労務動員実施計画ニ依ル朝鮮人労務者ノ内

地移入要領及同実施細目」の別紙「朝鮮人労務者移入雇傭願（斡旋申請書）記載要領」に、「８、

所要員数（男女別、労務別、月別）」とある。 

★１９４２年３月１２日、台湾軍司令官→陸軍大臣「（電報）第６０２号」。「陸軍第６３号ニ関

シ『ボルネオ』行キ慰安土人５０名為シ得ル限リ派遣方南方総軍ヨリ要求セルヲ以テ陸密電第６２

３号ニ基キ憲兵調査選定セル左記経営者３名渡航認可アリ度申請ス」 

★１９４２年３月３０日、内務省警保局長「渡支邦人暫定處理ニ関スル件中改正ノ件」。「左ニ該

当スル者渡支セントスル場合ハ労務調整令及同関係法令適用ノ有無ニ関シ調査ヲ為スコト…年齢

１４年以上２５年未満ノ女子ニシテ技術者及国民学校修了者タラザルモノ（一般青壮年）」 

★１９４２年８月１７日、陸軍省副官から陸軍一般へ依命通牒「陸軍労務要員募集取扱要領」発

す（防衛省防衛研究所所蔵）。「部隊は左記種別ノ要員ヲ雇入レントスル場合ニ於テハ…別紙様式第

一ニ依リ求人ノ申込ヲ為スモノトス…１、技能者（労務調整令第４条該当者） ２、一般青壮年（労

務調整令第７条該当者） ３、労務調整令非適用者」。 

★１９４３年５月３日、昭和１８年度国民動員計画を閣議決定。「女子ニ付テハ其ノ特性ト民族

力強化ノ必要トヲ勘案シ強力且積極的ナル動員ヲ行フ」 

★１９４４年７月３１日、内務省管理局長宛の同省嘱託・小暮泰用氏の復命書＝外務省外交史料

館Ａ－５－０－０－１－１第２巻＝から。「朝鮮人労務者ノ内地送出ノ実情ニ当ツテノ人質的掠奪

的拉致…」「徴用ハ別トシテ其ノ他如何ナル方式ニ依ルモ出動ハ全ク拉致同様ナ状態デアル其レハ

若シ事前ニ於テ之ヲ知ラセバ皆逃亡スルカラデアル、ソコデ夜襲、誘出、其ノ他各種ノ方策ヲ講ジ

テ人質的掠奪拉致ノ事例ガ多クナルノデアル」 

★１９４４年１０月３０日発行の朝鮮総督府労務課監修『国民徴用の解説』。「今迄朝鮮の女子挺

身隊は、みな官の指導斡旋によるもので、内地の…飛行機工場等に出してをります。…今後ともこ

の官の指導斡旋を建前とする心算です」 


